北病棟チームカンファレンス記録
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平成２３年１０月　４日　(火)　　司会：久保　優子　　記録：佐々木　孝
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· 出席者は記録者が印を付ける。
· 出席できなかったスタッフは、記録を読んでから欄に署名（捺印）する事
一行あける。
＜連絡事項＞
・インフルエンザ予防接種費助成制度についての追加情報として下記の通りとなっています。
〔自己負担免除希望者について〕

八戸市に住民登録をしている“65歳以上”の方のうち、市民税非課税世帯・生活保護世帯で自己負担免除（接種料無料）を希望される方は、市役所健康増進課にて事前申請が必要です。受付は10月20日開始となっています。
①申請は、ご家族または職員による代理申請も可能です。

②電話及びＦＡＸでの受付は出来ません。

③申請書は若干あるそうなので、必要な方は佐藤SGMまで連絡して下さい。
〔予診票について〕

①本人が自署出来ない場合に代筆者は、原則としてご家族となっています。

②やむを得ない理由によりご家族が代筆出来ない場合は、普段から本人との接触が頻繁で本人の体調を把握している者の代筆は可能です。（例；施設の職員，ヘルパー等）

　　　ただし、医師・看護師の代筆はいかなる場合であっても認められていません。
※「自己負担1000円」（八戸市の65歳以上の方）の予診票は、佐藤SGMへ連絡をし、もらって下さい。

〔ワクチン及びディスポシリンジについて〕

助成制度を利用して接種される方々（接種料1000円・無料）のワクチンとディスポシリンジは八戸市発注のものになります。一般の方々（接種料3150円）のものとは区別しますので、接種時間を違わないように注意して下さい。

· 定期心電図検査は、10月13日（14：00～）の予定となっています。後日予定表を貼り出します。また、検査当日に病棟スタッフは患者様の誘導など手伝うようにしましょう。

· 下記の９月分未記入となっているスタッフは大至急入力して下さい。

・病棟業務進捗状況　　　　・各委員会の日勤帯の出席記録　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・　明日（５日）の定期血液・尿検査に、倉橋生子様の尿検査のみが追加となっています。忘れずに行ないましょう。

＜患者様連絡事項＞

・大釜　万知様　～腕時計をゴミ箱に捨てており、理由を問うと「電池がなくなった。」とのこと。　　　　　　　　

　　　　　　　　まだ新しく、電池を交換する事で元に戻る事説明し、本日、本人へ電池交換に

ついてご家族に連絡をしておくよう伝えています。

・浅野　秀子様　～本日、飲水量の多さが目立っており、朝の体重43Kgから昼の測定では48Kg　　　　

（5Kg増）となっています。顔面の浮腫が見られており、尿失禁・下痢・嘔吐も確認されています。洗面所やトイレへの出入りには注意し、隠れ飲水をしないよう見守って行きましょう。

・小笠原　禮子様～本日、御家族様の面会があり、お小遣い１万円を受け取っています。

・田名部　浩平様～１０/７(金)10：00～18：00買い物目的での外泊許可が出ています。

・伊藤　五十二様　　脂質異常食に変更となったことで、間食量が増加していく可能性がある

坂本　秀男　様　　ため様子観察を続け、栄養チームへ情報提供して行きましょう。

　　

＜受け持ち患者様NCP評価・検討＞

・五日市　規様～　目標を体重増加を防ぐための歩行運動実施し（1日に20分の歩行運動を３回）

　　　　　　　　　目安とした体重を維持することとしていますが、膝の負担を考慮し、ＯＴスタッフを交えて計画を再立案して行くこととなりました。　

＜田名部Dr診察＞

・倉橋　生子様～自ら女性スタッフへ出血について報告をされています。

　　　　　診察：主治医より、貧血症状や出血について尋ねられると「少量ではあるが、出血がある。」と話されています。貧血症状はなく、「体力がなくなった。」とも話される。拒否的態度、被害妄想、抑うつ症状なく手術に向けて前向きな態度が見られています。トランサミン（止血剤250）2T　2×朝・夕７日分が臨時処方となっています。引き続き、患部の出血量の確認と貧血症状の観察をしていきましょう。

· 菊地　明子様～倦怠感、眠気の訴えあり、朝食と昼食は不食となっています。ほとんど自室　

で臥床して過ごされています。作業・リハプロも欠席し、診察も自室にて臥床したまま行っています。

診察：最近の状態を聞かれ、今月に入ってから体調不良で臥床していることが多く、両手指の関節痛と膝の痛みを訴えています。本日の夕食は食べるとのこと。血液検査のデータを見て、必要があればリウマチ性疾患の検査を行って行くとの事です。今夕よりメチクール（ビタミンＢ剤500）３Ｔ、ユベラ（ビタミンＥ剤50）３Ｔ３×ｎｄＥ処方となっています。　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本日、精神科における地域支援の勉強会を実施しています。別紙参照。

別　紙
【精神科における地域支援】

障害を持ちながら地域生活を送るには、さまざまな支援が必要となります。
～地域資源の種類～

【保健所・市町村保健センター】

　「地域保健法」に規定された機関で、都道府県、政令指定都市、中核市、特別区などに置かれます。保健衛生に関するさまざまな事項について、企画、調整、指導その他の事業を行うが、精神保健に関することもその中に含まれています。市町村保健センターも同法に規定されており、住民に対して健康相談や保健指導を行う機関。

　事業としては、精神保健相談、訪問指導、デイケア、家族教室、普及啓発活動など多岐にわたるが、地域ごとに特徴が異なります。

【精神保健福祉センター】

　「精神保健福祉法」に規定された機関で、都道府県、政令指定都市に置かれます。保健所・保健センターを専門的立場からバックアップすることになっています。地域の複雑困難事例の相談や技術援助、地域関係諸機関の職員研修や人材育成、広域の普及啓発活動、情報収集や施策の企画立案などを行います。

【福祉事務所・障害福祉主管課】

　「社会福祉法」に規定された機関で、都道府県、市（特別区）に必ず置かれ、町村は単独あるいは他町村と合同で置く事ができます。生活保護法、児童福祉法、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法などの事業を行います。精神障害者に関しては、主に生活を支えるに足る収入のない場合に、生活費や住居費、医療費などの扶助を行います（生活保護）。

【精神障害者社会復帰施設】

都道府県、市町村、社会福祉法人などが設置、運営する施設で、「精神保健福祉法」に以下の⑤種類が定められています。

【精神障害者居宅生活支援事業】

　区市長村を実施主体として、地域生活を送る精神障害者を支える福祉サービス。以下の③種類のサービスが定められています。

①精神障害者居宅介護等事業（ホームヘルプ）

　精神障害者の家庭にホームヘルパーを派遣し、食事や清掃の保持など日常生活上の介助を行うサービス。ただし、一般的に精神障害者は身体上の障害を持たない為、直接的な身体介助より、「一緒に家事をする」ことを通して自立を促す事に重点があります。病状が安定しており、定期的に通院していることが条件です。又、精神障害者保健福祉手帳を所持するか、精神障害を事由とする年金を受給している必要があります。

②精神障害者短期入所事業（ショートステイ）

　在宅する精神障害者の介護者が、病気や冠婚葬祭などの理由で一時的に介護出できない場合に、生活訓練施設などに短期間入所させる事業。利用期間は7日間が原則だが、必要やむを得ない場合には延長可能です。

③精神障害者地域生活援助事業（グループホーム）

　通常の民間に精神障害者が共同で居住する形態をグループホームと呼びます。利用者は4名以上で、1人の世話人が配置され、食事の世話や服薬指導などの援助を行います。共同生活なので、ある程度の自活能力と協調性が必要となります。

【共同作業所】

　法律上の規定はないが、地域に密着した日中の活動場として重要な施設。活動内容は、それぞれの創意工夫で多彩だが、工賃として支払われるのはごくわずかとなります。

～障害者自立支援法～
◎障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現をめざします
障害保健福祉施策は、平成15年度からノーマライゼーションの理念に基づいて導入された支援費制度により、充実が図られました。

しかし、次のような問題点が指摘されていました。

①身体障害・知的障害・精神障害といった障害種別ごとに縦割りでサービスが提供されており、施設・事業体系がわかりにくく使いにくいこと。

②サービスの提供体制が不十分な地方自治体も多く、必要とする人々すべてにサービスが行き届いていない（地方自治体間の格差が大きい）こと。

③支援費制度における国と地方自治体の費用負担のルールでは、増え続けるサービス利用のための財源を確保することが困難であること。

　

※こうした制度上の課題を解決するとともに、障害のある人々が利用できるサービスを充実し、いっそうの推進を図るために、障害者自立支援法が制定されました。

障害者自立支援法のポイント

①障害の種別（身体障害･知的障害･精神障害）にかかわらず、障害のある人々が必要とするサービスを利用できるよう、サービスを利用するための仕組みを一元化し、施設・事業を再編。

②障害のある人々に、身近な市町村が責任をもって一元的にサービスを提供。

③サービスを利用する人々もサービスの利用量と所得に応じた負担を行うとともに、国と地方自治体が責任をもって費用負担を行うことをルール化して財源を確保し、必要なサービスを計画的に充実。

④就労支援を抜本的に強化。

⑤支給決定の仕組みを透明化、明確化。

※障害のある人々の自立を支えます。障害者自立支援法による、総合的な自立支援システムの全体像は、自立支援給付と地域生活支援事業で構成されています。

～福祉サービスの新体系～

サービスは、個々の障害のある人々の障害程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況）をふまえ、個別に支給決定が行われる「障害福祉サービス」と、市町村の創意工夫により、利用者の方々の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」に大別されます。
「障害福祉サービス」は、介護の支援を受ける場合には「介護給付」、訓練等の支援を受ける場合は「訓練等給付」に位置付けられ、それぞれ、利用の際のプロセスが異なります。

サービスには期限のあるものと、期限のないものがありますが、有期限であっても、必要に応じて支給決定の更新（延長）は一定程度、可能となります。

福祉サービスに係る自立支援給付等の体系
旧サービス

	居宅

サービス
	ホームヘルプ

	
	デイサービス

	
	ショートステイ

	
	グループホーム

	施設サービス
	授産施設

	
	福祉工場

	
	福祉ホーム

	
	生活訓練施設（精）


新サービス

	介護給付
	居宅介護（ホームヘルプ）
	自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います

	
	重度訪問介護
	重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行います

	
	行動援護
	自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援を行います

	
	重度障害者等包括支援
	介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います

	
	短期入所（ショートステイ）
	自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います

	
	療養介護
	医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います

	
	生活介護
	常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供します

	
	障害者支援施設での夜間ケア等

(施設入所支援)
	施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行います

	
	共同生活介護（ケアホーム）
	夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います

	訓練等給付
	自立訓練（機能訓練・生活訓練）
	自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行います

	
	就労移行支援
	一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います

	
	就労継続支援（Ａ型＝雇用型、Ｂ型）
	一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います

	
	共同生活援助（グループホーム）
	夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います

	地域生活

支援事業
	移動支援
	円滑に外出できるよう、移動を支援します

	
	地域活動支援センター
	創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流等を行う施設です

	
	福祉ホーム
	住居を必要としている人に、低額な料金で、居室等を提供するとともに、日常生活に必要な支援を行います


～日中活動と住まいの場の組み合わせ～

入所施設のサービスを、昼のサービス（日中活動事業）と夜のサービス（居住支援事業）に分けることにより、サービスの組み合わせを選択できます。

事業を利用する際には、利用者一人一人の個別支援計画が作成され、利用目的にかなったサービスが提供されます。

例えば、現在､身体障害者療護施設を利用している、常時介護が必要な方は、日中活動事業の生活介護事業と施設入所支援を組み合わせて利用することができます。地域生活に移行した場合でも、日中は生活介護事業を利用し続けることが可能です。

見直し後　日中活動の場
以下から一ないし複数の事業を選択

　　　　　療養介護※

　　　　　生活介護

　　　　　自立訓練（機能訓練・生活訓練）

　　　　　就労移行支援

　　　　　就労継続支援（Ａ型＝雇用型、Ｂ型）

　　　　　地域活動支援センター（地域生活支援事業）

　　　　　※療養介護については、医療機関への入院とあわせて実施

プラス

住まいの場
　　　　障害者支援施設の施設入所支援又は

　　　　居住支援（ケアホーム、グループホーム、福祉ホームの機能）

～当病院の退院後の支援について～

・訪問看護→自宅へ訪問し、服薬や病状の観察を行います。変化が見られる際は、外来へ情報提供し、連携しています。

・青明舎→自立・社会復帰・社会参加のお手伝いを行います。

・青陽館→通所リハビリテーションとは、精神障害を抱える方が、家庭や地域社会の中での生活を続けながら、社会復帰・生活の質の向上・再発予防などを目的として一定時間リハビリテーションを行うことです。スタッフは、精神科医師をはじめ、看護師、作業療法士、精神科ソーシャルワーカー、介護福祉士、臨床心理技術者などの専門職員が集まっている為、色々な面からのアドバイスを提供することができます。精神障害を抱えた方が、自分の病気・障害と上手に付き合いながら、安心して楽しく地域生活を送ることができるよう支援行います。

・青山荘→自立訓練（生活訓練）＋居宅訪問＋宿泊型自立訓練となります。（来年4月予定）
利用者の皆さん一人一人が目標を持ち、地域での「自分らしい生活」が送れるように体験を通して、生活技術を身につける為の施設です。

身の回りのこと：生活リズム、入浴、掃除、洗濯、掃除、食事、金銭管理など 
対人関係：コミュニケーションの上手な取り方、協調性など 

健康管理：通院、服薬、身体健康の管理など 

社会資源の活用：交通機関、金融機関、市役所での手続き、買い物など 

社会的役割・時間の活用： 趣味活動、就労に必要な基本的能力など 

緊急時の対応：病状の悪化時の対応、助けの求め方、社会生活能力など

・青風荘→社会生活を営むのに、一定の援助が必要な方で、生活の場の確保が難しい方が利用する為の施設です。

通院治療が継続して行えるように支援・日常生活の指導や相談 

食事は病院で調理したものを適温でサービスします。食事は、時間内であれば自分の好きな時にゆっくりと食べられます。 

入浴サービス 

リハビリテーションとして、デイナイトケアに参加していただきますが、その他に個人のレベルに合わせて支援プログラムを実施します。 
季節や地域のイベントにできるだけ参加し、家族を交えた行事などレクリエーションを開催します。 

日常生活の支援として、清掃・洗濯・買物・外出などの支援背サービスを個人のレベルに合わせて行います。 

施設内外への移動が自立している方。

デイナイトケアなどの通所が自立している方。
